






















































































































































































































































































































































































* 　 * 　 *
　日本では、こうした行為は、自殺幇助という刑法上の罪に該当する可能
性がある。ケヴォキアンの場合、もともとミシガン州で起こった事態で
あったが、当時のミシガン州法には自殺幇助罪の規定がなかったために、
急遽立法措置をとったという。一言付け加えておけば、安楽死の場合に
は、自殺幇助ではなく、嘱託殺人、もしくは同意殺人という刑法上の罪の
適用可能性が生じる。嘱託殺人は、被害者の積極的な依頼に基づいて行わ
れた行為を言い、同意殺人（承諾殺人）の、加害者の申し入れに対して、
被害者が同意・承諾を与えた上で行われる行為とは区別されるものとして
いる。なお、すでに示唆したように、自殺は刑法上罪とされていない、つ
まり不法行為ではないのに、それを「助ける」他者の行為が「罪」となる
ことの根拠はどこにあるのか。違法ではあるが、自殺（未遂はともかく）
を遂行した結果は、責任主体が最初から死亡していることになるから、と
いう便宜上の考慮も含まれているであろうが、他者の生命に危害を加える
という行為そのものが（仮令その委託があったとしても）、違法性を免れ
ない、というのが、基本的な根拠であろう。そうでないと「未遂罪」は成
立し難くなるはずである。ここでは、生命に危害を加えると言う場合に、
その対象となるものが、自己と他者で峻別されていることが判る。
　オランダでは、この問題が議論され始めてから、かなりの時間が経って
いる。国民的議論を巻き起こしたきっかけは、1971年に起こったポスト
マ事件であった。ポストマは医師で、その 78歳の母親が脳疾患のため、
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生活の質（QOL）の著しい悪化、苦痛などから、度々自殺を図り、死な
せて欲しいという依頼を受け続けていた。当然最初のうちは拒否していた
が、度重なる精神的苦痛の訴えから、ついに致死量のモルフィネを注射し
て、母親を死に至らしめた、という事件である。介護を担当していた施設
からの訴えで、刑事告訴されたが、罪状は嘱託殺人であった。1973年地
裁での判決は、形式上有罪で、禁錮一週間、執行猶予一年という、極めて
軽いものであった。なおその際、こうした行為が犯罪を構成しない要件と
して、以下の四つが挙げられた。①病気の回復の見込みが全くないこと、
②患者に耐えがたい苦痛があること、③患者に明確な自死の要求があるこ
と、④一人の医師だけの判断ではなく、複数の医師が容認すること。
　このポストマ事件は、嘱託殺人と言っても、「加害者」が医師であっ
て、致死薬の入手に職業柄問題がなかったこと、そして、「被害者」が肉
親であったこと、という二つの特殊な事情が重なった事例で、嘱託殺人一
般の事件ではなかったが、そうであるがゆえに、まさしく医療現場での問
題であり、医療におけるPAD、あるいは安楽死（この事例では、ポスト
マが自ら注射をしているので、PADには入らない）を論じるための絶好
の材料を提供したことになった。
　以後、オランダでは、次第に国民的な議論が高まり、三十年ほどの間
に、PADもしくは安楽死容認の世論は、1990年代には90パーセント台ま
で上昇した。医師会も賛成した上で、2002年、議会は厳しい条件付きな
がら、医療におけるPADと安楽死の双方を認める法案を可決・成立させ
たのであった。ベネルックス三国の兄弟国は、このオランダに倣って、同
様の取り決めをしたが、ルクセンブルクではひと騒動あったことは、すで
に書いた通りである。
　ただ、そうは言うものの、実際にPADや安楽死を依頼された医師の立
場は。極めて深刻で、PADの方がはるかに負担は小さいにしても、例え
ば致死薬を渡して、後は「どうぞ御勝手に」で済むとは言えず、また安楽
死ならば、多くの場合家族が居合わせる中で、最期を看取る責任が生じ、
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特に予期したよりも、〈dying〉の時期が長引く場合には、いたたまれな
い気持ちを味わされることが多いという。
　日本でも、幾つかの先例に当たるものがある。誰でもが引用するその第
一のものは、中京地区で1962年に起こった、医師の介在しない安楽死事
件であった。農業を営むAの父親は、脳障害のため全身麻痺で、他人の手
を借りなければ食事も排便も不可能、その上、激しい苦痛に悩まされ、日
ごろ長男であるAに、死なせてくれ、と懇願を繰り返していた。思い余っ
たAは、有機リン剤を使って父親を死に至らしめたとして、嘱託殺人の罪
状で起訴された。名古屋高裁の判決は、同罪で有罪、懲役一年、執行猶予
三年という軽いものであった。同時にこの判決のなかで、安楽死が容認さ
れる条件として、以下の六項目が挙げられた。
①　不治の病であり、死期も迫っている
②　苦痛が見るに忍びないほど激しい
③　専ら死苦の緩和という目的のみで行われる
④　患者の意識が明瞭で、その真摯な嘱託もしくは承諾がある
⑤　 原則は医師によって行われる、そうでない場合は、医師に頼れな
いとするに足りる十分な理由がある
⑥　倫理的に妥当な方法による
　表現は判決文の通りではないが、Aが有罪とされたのは、これらの六項
目がすべて完全に満足されていないことを明確化するために、述べられて
いるとは言え、こうした項目が列挙されていることは、論理的に言えば、
以上の要件が満たされた際には、安楽死は、刑法上罪に問うことができな
い、と読みこともできるはずであることに注目しておこう。
　もう一つの例は1991年に東海大学附属病院で起きた事件である。重篤
な多発性骨髄腫で昏睡状態にある患者の家族から、繰り返し「楽にしてほ
しい」という懇請を受けた主治医が、結局塩化カリウムを与えて、患者を
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死に至らしめた。この場合は、訴因は嘱託殺人ではなく、殺人罪であっ
た。横浜地裁の判決は、同罪状で有罪であり、懲役二年、執行猶予三年と
いうことになった。この際、やはり判決文は、安楽死として認め得る四つ
の条件を示している。すなわち、
①　患者に耐えがたい肉体的苦痛がある
②　死を避ける方法がなく、死期も間近い
③　 苦痛を緩和・除去する方法はすべて尽くされ、最早代替すべき方
法がない
④　生命の短縮を承諾する患者本人の明確な意志表示が確認できる
名古屋高裁の場合よりは、簡潔な要件になっているが、ここでも、そのう
ちの④が明らかに、そしておそらくは①も、この事件の場合には欠けてい
ることが、有罪の根拠とされている。
　現在の日本の司法の姿勢には、ある程度こうした要件下でのPADや安
楽死は、訴追をしないという暗黙の了解が生まれていると推測できる要素
がある。しかし、ベネルックス三国やアメリカの幾つかの州のように、法
的に、かつ公的に、PADや安楽死を容認する方向には、進まないことも
ある程度予想がつく。実は日本の医療現場でも、戦前から、すでに暗々裏
にはPADや安楽死が行われてきたことは事実である。筆者の父親は病理
学専攻の医師であったが、彼は、「目が六つ以内に収まっているときに
は」という表現の下で、PADや安楽死が、実行されていたことを実体験
として話してくれた。「目が六つ」というのは、患者本人と医師、それに
看護師あるいは患者の家族が一人、つまり、関与者が三人以内であるとき
には、暗々裏の行為が、そのまま問題とされずに過ごされている、という
意味であろう。
　そして筆者も、患者と医師の絶対的な信頼関係のなかで、暗々裏に行わ
れるPADや安楽死は、容認されるべきである、という私見を長らく抱い
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てきた。しかし、オランダなどの例を見るにつけ、あるいは、現在の日本
社会の現状と、その文化的風土を考えるにつけ、今後ともそれでよいの
か、という疑問が膨らむのを禁じ得ない。
　キリスト教信徒は、日本人のなかでは1パーセントに満たず、その意味
では、社会をリードする力は持たないかもしれないが、教会としても、あ
らためて、真摯な議論を重ね、国民的議論の礎石の一つを積む覚悟が必要
なのではないか、と切に思う。
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要旨
　医療技術の高度化に伴い、〈死への道程〉（deathではなくdying）は人
為的にかなりな程度引き延ばされるようになった。そこで起る諸問題に対
して、倫理的にも、法制上も、正面から向き合う時間のないままに、突出
した事例（意図的と偶発的とを問わず）がしばしば起るようになり、対応
も後追いの状態が続いている。しかしここ十年ほどの間に、先進圏では、
国民的な議論を踏まえて、ラディカルな法整備に舵を切る例が見られるよ
うになってきた。本稿では、そうした諸例に学びながら、日本社会とし
て、どのような選択を行うべきかを考える。

